
議案第１４８号

　　　令和元年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　　令和２年 ９ 月 １ 日提出

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

令和元年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営

企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和元年度川崎

市下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査

委員の意見を付して認定を求める。



   令 和 元 年 度 川 崎 市   　下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　 1,964,333,479円

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 8,815,037円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　   2,612,577円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 39,987,743,000 0 0 39,987,743,000 39,987,743,000 1,777,491,519

第１項 営 業 費 用 35,862,409,000 △ 97,728,000 0 35,764,681,000 35,764,681,000 1,746,116,437 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 4,093,784,000 97,728,000 0 4,191,512,000 4,191,512,000 4,586 ※２

第３項 特 別 損 失 11,550,000 0 0 11,550,000 11,550,000 11,370,496 ※３

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税      739,094,940円

※２　うち仮払消費税及び地方消費税 3,058,282円

  ※３　うち仮払消費税及び地方消費税　 　       8,845円

  ※４　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　300,140,846円

区         分 

区         分 

※２

※３

備     考

※１

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用 0

0

0

0

0

0

0

00

0

円

0

0

0

円 円

34,018,564,563

繰 越 額

179,504

38,210,251,481

0

備

考

地方公営

円

0

に よ る

0

決  算  額 項の規定

4,191,507,414

繰 越 額

不  用  額

円

                             予                   算                   額

円

44,161,990,000

35,887,831,000

0

0

企業法第

26条第2

3,222,816

47,879,789

                             予                   算                   額

予備費支出額 合     計小   計

地方公営

企業法第

26条第2
流用増減額

項の規定

に よ る

当初予算額

円

出額に係る財源充当額

第3項の規定による支

0

円

0

0

補正予算額当初予算額

35,285,116,293

551,612,102

602,714,707

合     計

8,273,149,000

1,010,000

8,276,371,816

48,889,7891,010,000

8,273,149,000

35,887,831,000

44,161,990,000

予算額に比べ

決算額の増減

円

決  算  額

円

43,610,377,898

円

補正予算額

0

0

0

0

円

地方公営企業法第24条

0

0

0

0



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地方公営 企業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰越額に係る

繰越額に係る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  第１項 24,367,000,000 0 24,367,000,000 29,919,000,000 22,095,000,000 △ 7,824,000,000

（1）翌年度へ繰下発行

  第２項 4,800,000,000 0 4,800,000,000 4,800,000,000 4,790,000,000 △ 10,000,000

（2）不用額

  第３項 5,000,000,000 743,713,000 5,743,713,000 7,882,956,000 3,773,679,000 △ 4,109,277,000

  第４項 20,000 0 20,000 20,000 3,740,000 3,720,000

  第５項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第７項 347,207,000 0 347,207,000 347,207,000 347,197,000 △ 10,000

  第９項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税  　      195,840円

878,000,000円

0

0

6,946,000,000円

0 10,000

42,949,253,000

0

決  算  額

31,011,770,240

円

合    計

7,691,243,000

区       分
補正予算額 小      計当初予算額

35,258,010,000

円

                                予                  算                  額

備    考

  第10項

34,514,297,000

水 洗 便 所 等

第１款

国 庫 補 助 金

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

5,552,000,000

0

2,139,243,000

寄 附 金

下 水 道 事 業

資 本 的 収 入

企 業 債

一般会計出資金

743,713,000

0

0

10,000

負 担 金 0

投 資 収 入

売 却 代 金

固 定 資 産

資 本 的 収 入

そ の 他
10,00010,000 0 10,0000 △0

0

※企業債収入減額内訳

  する額

予算額に比べ

決算額の増減

11,937,482,760△

0

  第６項 30,000 0 30,000

0

貸付事業収入

0

0

※１2,154,24010,000

0

00

0 0

30,000 0 30,000△

  第８項 2,144,240010,000

基 金 繰 入 金



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  第１項 19,099,889,000 430,000,000 0 0 19,529,889,000 7,750,000,000 0 27,279,889,000 15,495,100,587 11,313,338,400 0 11,313,338,400 471,450,013 ※１

  第２項 32,339,748,000 0 0 0 32,339,748,000 0 0 32,339,748,000 32,339,747,434 0 0 0 566

  第４項 1,815,183,000 0 0 0 1,815,183,000 0 0 1,815,183,000 1,815,173,000 0 0 0 10,000

  第５項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　1,139,055,408円

　資本的収入額（翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額 243,323,000円は除く。）が資本的支出 額に不足する額 18,881,573,781円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 849,277,543円、

繰越工事資金 58,757,000円、減債積立金 3,082,332,493円、過年度分損益勘定留保資金 2,319,723,527 円及び当年度分損益勘定留保資金 12,571,483,218円で補てんした。

区       分

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額

49,650,021,021 11,313,338,40053,694,850,000 7,750,000,000 0 61,444,850,000

補正予算額当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

決  算  額
合     計

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

予備費

支出額

継続費

逓  次

繰越額

備考

  第３項

53,264,850,000

30,000

430,000,000

0

償 還 金

建設改良費

資 本的 支 出
第１款

下 水道事業
0 0

小   計

00 0 30,000 0

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

0 30,000

481,490,57911,313,338,4000

0

予 備 費

投 資

水洗便所等

貸付事業費
30,0000 0



（単位  円）

１

（１） 22,436,157,161

（２） 10,768,778,242

（３） 46,226,058

（４） 21,502,631

（５） 48,118,722 33,320,782,814

２

（１） 1,487,024,187

（２） 1,229,882,504

（３） 4,897,050,000

（４） 142,117,945

（５） 46,226,058

（６） 105,880,488

（７） 12,862,426

（８） 1,714,264,923

（９） 988,157,807

（10） 22,310,623,964

（11） 250,849,329

（12） 94,529,992 33,279,469,623

41,313,191

３

（１） 15,452,637

（２） 996,052,576

（３） 7,085,868,013

（４） 171,206,546 8,268,579,772

営 業 利 益

受 託 事 業 費

雑 収 益

処 理 場 費

水 質 指 導 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

貸 付 助 成 事 業 費

プ ー ル 事 業 費

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費

受 託 事 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

総 係 費

減 価 償 却 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

営 業 外 収 益

令和元年度川崎市下水道事業損益計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

下 水 道 使 用 料

業 務 費

一 般 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

プ ー ル 事 業 収 益



４

（２） 192,120,890 3,810,696,392 4,457,883,380

4,499,196,571

５

（１） 3,541,600

（２） 28,317,515

（３） 14,418,097 46,277,212

６

（１） 170,659 170,659 46,106,553

4,545,303,124

0

3,082,332,493

7,627,635,617

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

企 業 債 取 扱 諸 費
（１）

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

3,618,575,502

支 払 利 息 及 び

経 常 利 益



令和元年度川崎市下 水道事業剰余金計算書

（平成３１年４月１日から 令和２年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

0

0

00

00

0

0

136,899,671,648

33,030,221

33,030,221

4,790,000,000 0

167,220,745,052

0 0

7,125,050,013

4,545,303,124

△ 3,082,332,493

資本合計

0

0

前年度処分額

前年度末残高 4,804,037,443

減債積立金
未処分利益
剰余金

23,196,023,391

議会の議決による処分額

当年度変動額

0

当年度末残高

一般会計出資金の受入れ

当年度純利益

処分後残高

141,689,671,648

4,790,000,000

資本剰余金

0

2,582,298,746

134,317,372,902 18,358,955,727

18,358,955,727

国庫補助金

0

4,804,037,443

2,582,298,746

0

0

4,804,037,443 18,358,955,727

6,625,016,266 9,707,348,759

資本金

資本剰余金
合計

その他
資本剰余金

受贈財産
評価額

33,030,221

剰余金

利益剰余金

利益剰余金
合計

4,042,717,520

9,335,303,124

4,790,000,000

167,220,745,052

0 4,042,717,520 △ 6,625,016,266 △ 2,582,298,746 0

3,082,332,493

0△ 2,582,298,7460 △ 6,625,016,266

23,196,023,391 7,125,050,013 0

0 △ 2,582,298,746 △ 2,582,298,746

△ 3,082,332,493 7,627,635,6170 0

0

4,545,303,124

23,196,023,391 4,042,717,520 7,627,635,617 11,670,353,137 176,556,048,176

0 4,545,303,1244,545,303,124

0資本金への組入れ 2,582,298,746 0 0 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 3,082,332,493 0 0

4,042,717,520 △ 4,042,717,520 0 0

0

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

当年度末残高

144,772,004,141 0

議会の議決による処分額 3,082,332,493 0

23,196,023,391

0

△ 7,627,635,617

0

令和元年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

△ 4,545,303,124

23,196,023,391141,689,671,648

減債積立金の積立て

7,627,635,617

処分後残高

資本金への組入れ 3,082,332,493 0 △ 3,082,332,493

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,182,243,017

イ 50,627,596,239

△29,406,512,193 21,221,084,046

ウ 898,023,465,431

△408,581,082,705 489,442,382,726

エ 173,018,069,261

△109,450,867,991 63,567,201,270

オ 2,746,988

△1,514,753 1,232,235

1,152,631,012

△782,398,588 370,232,424

キ 421,162,329

△198,409,657 222,752,672

ク 17,986,778,768

636,993,907,158

（２）無形固定資産

ア 17,408,010

イ 8,981,254

ウ 6,287,500

エ 190,820

オ 7,477,573

カ 366,636,348

406,981,505

（３）投資その他の資産

ア 33,030,221

リ ー ス 資 産

カ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

基 金

令和元年度川崎市下水道事業貸借対照表
（令和２年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

無形固定資産合計

ソ フ ト ウ ェ ア

地 上 権

施 設 利 用 権

工具器具及び備品

有形固定資産合計

無形固定資産仮勘定



イ 4,493,663

△4,493,663 0

ウ 4,318,304,000

641,752,222,884

２

（１） 16,052,079,898

（２） 5,435,286,777

△74,673,339 5,360,613,438

（３） 4,300,000

（４） 2,222,680,000

（５） 658,093

23,640,331,429

665,392,554,313

         負  債  の  部

３

（１）

ア

イ 60,218,500,000

271,513,271,706

（２） 163,469,083

（３）

ア 1,816,633,799

1,816,633,799

（４） 75,600

273,493,450,188

４

（１）

ア

引 当 金

固 定 負 債

貯 蔵 品

固 定 負 債 合 計

その他固定負債

そ の 他 の 企 業 債

貸 倒 引 当 金

前 払 金

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債 合 計

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

211,294,771,706

資 産 合 計

その他流動資産

19,226,675,142

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

た め の 企 業 債

公 債 償 還 準 備 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

破 産 更 生 債 権 等

4,351,334,221

た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

資 産 合 計
投 資 そ の 他 の



イ 12,246,000,000

31,472,675,142

（２） 86,376,609

（３） 9,461,469,931

（４） 100,849,293

（５） 159,894,078

（６） 660,520

（７）

ア 266,991,719

266,991,719

（８） 453,600

41,549,370,892

５

（１）

ア 90,557,736,519

△45,082,212,386 45,475,524,133

イ 1,282,710,469

△772,623,071 510,087,398

ウ 253,551,534,839

△127,130,249,390 126,421,285,449

エ 466,509,003

△364,250,500 102,258,503

オ 2,929,268,948

△1,685,789,964 1,243,478,984

カ 97,474,008

△56,423,418 41,050,590

173,793,685,057

173,793,685,057

488,836,506,137

         資  本  の  部

６ 141,689,671,648

７

そ の 他 の 企 業 債

賞 与 引 当 金

預 り 金

引 当 金

未 払 費 用

繰 延 収 益

リ ー ス 債 務

長 期 前 受 金 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

前 受 金

流 動 負 債 合 計

資 本 金

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

未 払 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

寄 附 金

その他流動負債

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 担 金

その他長期前受金



（１）

ア 4,804,037,443

イ 18,358,955,727

ウ 33,030,221

23,196,023,391

（２）

4,042,717,520

11,670,353,137

34,866,376,528

176,556,048,176

665,392,554,313

資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

イ

利 益 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

ア 減 債 積 立 金

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 7,627,635,617



注記

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

ア 貯蔵品

先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）。

（２）固定資産の減価償却の方法

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

定額法による。

（イ）主な耐用年数

     建物        ８～５０年

     構築物      １０～５０年

     機械及び装置    ６～５０年

     車両及び運搬具   ２～ ４年

     工具器具及び備品  ２～２０年

イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

     定額法による。

ウ リース資産

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（３）引当金の計上方法

ア 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。



イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当

する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。なお、一般会計が負担する

と見込まれる雨水処理費相当額は２１，９８２，６２４円である。

ウ 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支払

に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

ア 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

なお、控除対象外消費税額は、当年度の費用として処理し、特定収入仮払消費

税額については長期前受金と相殺している。

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引

（１）ファイナンス・リース取引による資産の取得

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、

それぞれ次のとおりである。

リース資産   １１５，４４３，３８２円

リース債務   １２５，９６３，０９８円

（２）受贈財産の受入れによる資産の取得

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおりであ

る。

構築物   ２８７，４７０，２１６円

地上権     ４，２８９，４０６円

３ 貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は



１３２，９５９，６９２，０００円である。

（２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。

４ セグメント情報に関する注記

川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもって

単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。

５ リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内   ２６１，７６５円

計    ２６１，７６５円

６ その他の注記

（１）長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで

ある。

短期リース債務    ８６，３７６，６０９円

長期リース債務   １６３，４６９，０８３円

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、債権の貸倒れによる損失として１６，７７８，７７３円を処理

するため、貸倒引当金１６，７７７，３４８円を取り崩している。

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、職員の退職手当として１２６，７０３，０７０円を支給するた

め、退職給付引当金１００，２２２，１２８円を取り崩し、一般会計から雨水処理

負担金として２６，４８０，９４２円を繰り入れている。

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定福

利費として７９９，８４５，２５７円を支給（支払）するため、賞与引当金

２５１，１９４，５０８円を取り崩している。


